
平成２９年（健）第５８７４号

平成３０年６月２９日裁決

主文
　本件再審査請求を棄却する。

事実
第１　再審査請求の趣旨

　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、健康保険法（以下

「健保法」という。）による任意継続被保険
者の資格取得の申出の承認を求めるという
ことである。

第２　事案の概要
　本件の事案の概要は以下のとおりである。
１　請求人は、ａ社を適用事業所とする健

康保険の被保険者であったが、平成○年
○月○日に健康保険の被保険者資格を喪
失し、平成○年○月○日（受付）、日本年
金機構○○事務センター（以下「○○事
務センター」という。）に対し、健康保険
任意継続被保険者資格取得申出書（以下

「本件申出書」という。）を提出して、健
康保険の任意継続被保険者の資格取得の
申出（以下「本件申出」という。）をした。

２　○○事務センターは、平成○年○月○
日付けの「書類の返送について」と題す
る書面を添付して、請求人から送付され
た本件申出書等の書類を請求人宛てに返
送した（この事実の認定については、後
記「理由」欄第２の１記載のとおりであ
る。）。

３　本件申出書には、平成○年○月○日付
けの○○事務センターの受付印のほか、
同月○日付けの全国健康保険協会（以下

「協会」という。）ｂ支部の受付印及び同
月○日付けの協会ｃ支部の受付印が押印
されている。
　また、請求人名で、同月○日（受付）、
協会ｂ支部に対し、健康保険任意継続被
保険者資格取得申出・保険料納付遅延理
由申出書が提出された。

４　協会ｃ支部長は、平成○年○月○日付
けで、請求人に対し、「さきに提出のあり

ました、健康保険任意継続の申請の遅延
の理由については、健康保険法第３７条
第１項の正当な理由であると認められま
せんので通知します。」として、請求人の
本件申出を承認しない旨の処分（以下「原
処分」という。）をした。

５　請求人は、原処分を不服として、○○
厚生局社会保険審査官に対する審査請求
を経て、当審査会に対し、再審査請求を
した。

第３　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点

１　健保法第３条第４項によれば、「任意継
続被保険者」とは、「適用事業所に使用さ
れなくなったため、……被保険者……の
資格を喪失した者であって、喪失の日の
前日まで継続して２月以上被保険者……
であったもののうち、保険者に申し出て、
継続して当該保険者の被保険者となった
者をいう。」とされ、同法第３７条第１項
には「第３条第４項の申出は、被保険者
の資格を喪失した日から２０日以内にし
なければならない。ただし、保険者は、
正当な理由があると認めるときは、この
期間を経過した後の申出であっても、受
理することができる。」と規定されてい
る。

２　本件の場合、協会ｃ支部長が、請求人
の任意継続被保険者の資格取得の申出は
健保法第３７条第１項に定める申出期間
を経過した後にされたものであり、申出
の遅延について正当な理由があるとは認
められないとして原処分をしたことに対
し、請求人は、これを不服としているの
であるから、本件の問題点は、請求人の
本件申出が健保法第３７条第１項に定め
る申出期間内にされたと認められないか
どうかであり、これが認められない場合
には、さらに、本件申出の遅延について、
同項ただし書所定の正当な理由があると
認められないかどうかということである。

第２　当審査会の判断



の内容からみて請求人又はその関係者
が作成したものと推認され、これと上
記アの書面とが本件申出書と共に協会
ｂ支部に送付されたことからすると、
本件申出書は、一旦請求人に返送され、
その後改めて協会ｂ支部に送付された
ものと認めるのが相当である。した
がって、請求人の上記主張は採用する
ことができない。

２　以上の認定事実に基づいて、本件の問
題点について検討し、判断する。
⑴　健康保険の任意継続被保険者の制度

は、適用事業所に使用されなくなった
こと等のため被保険者資格を喪失した
者は本来は国民健康保険の被保険者と
なるべきところ、従前同様、当該被保
険者であった者とその扶養家族に生じ
た新たな医療費負担を、従前の事業主
とその被用者に引き続いてさせるとい
う側面を有する例外的な制度である。
そして、健保法第３７条第１項が、被
保険者資格を喪失した者に任意継続被
保険者の資格取得の申出を許すととも
に、その申出期間を資格喪失日から
２０日間と限定したのは、申出期間を
長期とすると、一旦成立することとな
る国民健康保険の法律関係との整合性
が取れなくなるとともに、保険事故が
発生してから申出に及ぶ例も多くなり、
危険の分散と相互扶助の原理の上に成
立する健康保険の健全な発達と運営を
期することができなくなることから、
そのような事態を防止するためである
と解することができる。そうすると、
健保法第３７条第１項にいう「正当な
理由」とは、社会通念に照らして、そ
の申出の遅延が許容されるべきものと
判断されるような特段の理由に限定さ
れるべきものと解するのが相当である。
そして、保険者においては、「正当な理
由」とは、「天災地変の場合など、交
通、通信関係のスト等によって法定期
間内に届出ができなかった場合が考え
られる。」（昭和２４年８月１１日保文
発第１４００号通知）としており、申

１　請求人は、○○事務センターは本件申
出書等を請求人に返送しておらず、請求
人に知らせることなく協会ｂ支部に回送
した旨主張するので、この点について検
討する。
⑴　本件記録によれば、前記「事実」欄

第２に記載の事実のほか、以下の各事
実が認められる。
ア　○○事務センターが本件申出書等

を請求人宛てに返送した際に添付し
た平成○年○月○日付けの「書類の
返送について」と題する書面から、
関係部分を摘記すると、以下のとお
りである。

　さて、送付頂きました下記書類
ですが、○○事務センターでは取
扱い出来ません。住所地管轄の健
康保険協会に提出して頂けますよ
う、ご返送させて頂きます。
　なお、送付しました書類の種類、
枚数等が相違している場合は大変
恐れ入りますが、下記まで早急に
ご連絡をお願い致します。

　　　　　　　　　　　　記
１．健康保険任意継続被保険者

資格取得申出書：１通
２．市県民税課税証明書　
　　　　　　　　：１通

イ　請求人名義で平成○年○月○日付
けで作成され、協会ｂ支部が同月○
日に受け付けた健康保険任意継続被
保険者資格取得申出・保険料納付遅
延理由申出書から、「遅延理由」欄の
内容を記載すると、以下のとおりで
ある。

　本来、任意継続被保険者資格取
得申出書は全国健康保険協会宛に
提出しなければいけなかった所、
年金事務所に誤って送付してし
まった。
　そのため、書類返送が平成○年
○月○日となり、申請が遅れてし
まいました。
　申し訳ございませんでした。

 ⑵　以上によれば、上記イの書面は、そ



点は一律公平な取扱いをするほかなく、
これを柔軟に取り扱い、本件申出を申
出期間内の申出とみなすことはできな
いといわざるを得ない。

⑶　次に、請求人が、健保法第３７条第
１項所定の申出期間を経過した後に本
件申出をしたことに正当な理由がある
かどうかについて検討する。請求人が
平成○年○月○日付けで作成した健康
保険任意継続被保険者資格取得申出・
保険料納付遅延理由申出書には、「年
金事務所に誤って送付してしまった」
と記載してあるが、請求人において通
常の注意を払えば、本件申出書を正当
な送付先に送付することができたもの
といえ、本件記録からは、請求人が本
件申出書の提出先を誤ったことについ
て、請求人にはどうすることもできな
い客観的な事情による場合であって、
期間経過の責めを申出人に帰すべきで
ないか、帰することがあまりにも苛酷
と判断される場合に該当すると認めら
れるような事情は見受けられないから、
健保法第３７条第１項に規定する「正
当な理由」があると認めることはでき
ない。
　請求人は、別紙２において、本件申
出書が直接請求人に返送されていれば、
被保険者資格の喪失日から２０日以内
に協会ｃ支部宛てに本件申出書を提出
することも可能であったと思われると
主張しているが、本件申出書が請求人
に返送されたことは上記のとおりであ
り、そもそも遅延の原因は、請求人が
提出先を誤って本件申出書を提出した
ことにあるのであり、本件申出の遅延
の責めを第三者である○○事務セン
ターの対応に帰することはできない。
したがって、請求人の主張を採用する
ことはできない。

⑷　以上のとおりであるから、請求人は
健保法所定の申出期間内に本件申出を
したとは認められず、また、請求人が
上記の申出期間内に本件申出をするこ
とができなかったことについて正当な

出人にはどうすることもできない客観
的な事情による場合であって、期間経
過の責めを申出人に帰すべきでないか、
帰することがあまりにも苛酷と判断さ
れる場合をいうものと解されていると
ころである。

⑵　本件において請求人が健康保険の被
保険者資格を喪失したのは平成○年○
月○日であるが、請求人の作成した本
件申出書が保険者である協会で受け付
けられたのは、本件申出書に押印され
た協会ｂ支部の受付印から、同月○日
であると認められるので、本件申出は
請求人が被保険者資格を喪失した日か
ら２０日以内という申出期間を経過し
た後にされたものである。
　請求人は、別紙１及び別紙２におい
て、本件申出書は○○事務センターで
平成○年○月○日付けの受付印が押印
され、その後、請求人に返送されるこ
となく、協会ｂ支部に回送されたので
あるから、本件申出書の受付日は請求
人が被保険者資格を喪失した日から　
２０日以内である同年○月○日とみな
すべきであると主張する。しかしなが
ら、請求人の主張する事実の経過であ
ると認められないことは上記１のとお
りである上、健保法第３条第４項は任
意継続被保険者となるには保険者に申
し出ることと規定しているところ、請
求人が加入していた健康保険の保険者
は協会であり、日本年金機構に本件申
出を受理する権限はないから、○○事
務センターが本件申出書を受け付けた
日をもって協会が本件申出書を受理し
たものとみなすことはできない。した
がって、請求人の主張を採用すること
はできない。
　また、請求人は提出先を誤ったもの
の２０日間の申出期間内に本件申出を
行っており、協会が本件申出書を受け
付けた日も申出期間から５日遅れたの
みであるが、前記⑴でみた健保法が申
出期間を２０日間という短期間に限定
した趣旨に鑑みると、申出期間遵守の



理由があると認めることもできない。
したがって、請求人の本件申出を承認
しなかった原処分は適法かつ妥当で
あって、これを取り消すことはできな
い。

　以上の理由によって、主文のとおり裁決す
る。




